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令和２年度 弘前市一般廃棄物処理実施計画 

 

第Ⅰ章 基本的事項  

１ 計画の目的 

令和２年度弘前市一般廃棄物処理実施計画（以下、「本計画」という。）は、弘前

市一般廃棄物処理基本計画（平成２８年４月策定）の推進及び実施のため、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律第６条第１項及び同法施行規則第１条の３の規定に

基づき、一般廃棄物の処理計画量、施策等について定め、廃棄物の減量化・資源化

及び適正処理を推進するために策定するものである。 

 

２ 計画期間 

令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

 

３ 計画対象区域 

本計画の対象区域は、本市の行政区域全域とする。 

 

４ 一般廃棄物の処理主体 

本市の一般廃棄物処理の実施主体は、次に掲げるとおりである。ただし、処理主

体として掲げるものがその処理を他の者に委託した場合は、当該処理を受託した者

を含む。 

 

区分 
処理主体 

収集運搬 中間処理 最終処分 

ごみ 

家庭系 

ごみ 

排出者 

市（委託） 

弘前地区 

環境整備事務組合 
市（直営） 

事業系 

ごみ 

排出者 

許可業者 

犬・猫等 

の死体 

市（委託）※ 

排出者 

生活排水 
し尿 

浄化槽汚泥 
許可業者 津軽広域連合、青森県 

※飼い主不明の路上等の死体に限る。 
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第Ⅱ章 ごみ処理実施計画  

１ ごみ処理計画量 

 令和元年度 

見込量 

令和２年度 

計画量 

ご
み
排
出
量 

家
庭
系 

可燃ごみ  ３４，３９２ t ３２，６８６ t 

不燃ごみ   １，４０４ t  １，３７３ t 

大型ごみ   １，９７４ t  １，９３０ t 

容器包装  ３，０８８ t  ３，００１ t 

計  ４０，８５８ t ３８，９９０ t 

事
業
系 

可燃ごみ  ２３，５２０ t １６，７７１ t 

不燃ごみ(整備センター搬入)   ４３５ t  ３２１ t 

不燃ごみ(埋立処分場搬入)    ２２ t  ０ t 

大型ごみ   １，１１９ t  ８３８ t 

容器包装     ４３６ t    ５０３ t 

計  ２５，５３２ t １８，４３３ t 

合  計  ６６，３９０ t ５７，４２３ t 

資
源
化
量 

家
庭
系 

再生資源回収運動 １，４２３ t  １，５６８ t 

拠点回収（新聞・雑紙等）    ３１ t    ３５ t 

拠点回収（小型家電） ３ ｔ ４ ｔ 

古紙類行政回収  １，２６８ t  １，３９６ t 

計  ２，７２５ t  ３，００３ t 

弘
環
組
合 

容リ協会等  ２，８２８ t  ３，１１５ t 

破砕回収（鉄・アルミ）  １，３６３ t  １，５０１ t 

小型家電 ２１ t ２３ t 

計  ４，２１２ t  ４，６３９ t 

合  計 ６，９３７ t  ７，６４２ t 

１人１日

当たり 

排出量 

家庭系    ７００ g    ６８０ g 

事業系 ４１０ g    ２９９ g 

計 １，１１０ g ９７９ g 

リサイクル率 １０．０ % １２．６ % 

１人１日当たり最終処分量    １３８ g    １３５ g 

人口（各年１０月１日現在） １７０，５００人 １６９，１０６人 

 ※「令和元年度見込量」は、平成３１年４月から令和元年１２月までの実績に、前年度 

の１月から３月分までの実績を加算 
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２ 家庭系ごみの分別区分等 

（１）行政回収（容器包装） 

分別区分 収集頻度 排出方法 処理方法 

①かん 月２回 

無色透明または半透明

な袋に入れる 

弘前地区環境整備センターで選

別・圧縮後、製鉄会社へ引渡し 

②びん 月２回 

弘前地区環境整備センターで選

別・圧縮後、容器包装リサイク

ル協会へ引渡し 

③紙パック 月１回 

弘前地区環境整備センターで選

別・圧縮後、製紙会社へ引渡し ④ダンボール 月１回 

紙ひもなどで十字に縛

るか、無色透明または

半透明な袋に入れる 

⑤ペットボトル 月２回 

キャップは必ず取り外

し、ラベルはできるだ

け外して無色透明また

は半透明な袋に入れる 

弘前地区環境整備センターで選

別・圧縮後、容器包装リサイク

ル協会へ引渡し 

※ 岩木地区・相馬地区の容器包装の収集回数は全て月２回（５品目一括収集）。 

 

（２）行政回収（古紙類） 

分別区分 収集頻度 排出方法 処理方法 

⑥新聞 月１回 

できるだけ「行政回

収」と明記し、紙ひも

などで十字に縛る 古紙再生事業者で中間処理後、

製紙会社へ引渡し 

⑦雑誌・雑がみ 月２回 

紙ひもなどで十字に

縛るか、封筒や紙袋な

どに入れる 

 

（３）行政回収（一般ごみ） 

分別区分 収集頻度 排出方法 処理方法 

⑧燃やせるごみ 週２回 

中身が判別できる無色

透明または半透明の袋

に入れる 

弘前地区環境整備センター、南

部清掃工場において焼却処理を

行い、発生する熱エネルギーは

サーマルリサイクルを行う 

⑨燃やせないごみ 月１回 
中身が判別できる袋な

どに入れる 

弘前地区環境整備センターにお

いて使用済小型家電を選別回収

し、その他は、破砕処理後、金属

を回収し、製鉄会社へ引渡し ⑩大型ごみ 月１回 
できるだけ「大型ごみ」

と表示する 
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（４）拠点回収（回収ステーション・回収ボックス） 

回 収 品 目 設 置 場 所 

新聞、雑誌・雑がみ、

ダンボール 

市役所本庁舎、市役所岩木庁舎、市役所相馬庁舎、総合学習センタ

ー、土手町倉庫 

衣類 

市役所本庁舎、市役所岩木庁舎、市役所相馬庁舎、総合学習センタ

ー、ヒロロスクエア、清水交流センター、千年交流センター、北辰

学区高杉ふれあいセンター、ユニバース松原店、イオンタウン弘前

樋の口、イトーヨーカドー弘前店、いとく浜の町店 

小型家電 

市役所本庁舎、市役所岩木庁舎、市役所相馬庁舎、総合学習センタ

ー、弘前地区環境整備センター、ヒロロスクエア、ユニバース堅田

店、ユニバース南大町店、ユニバース城東店、ユニバース松原店、

ケーズデンキ弘前本店 

   ※その他、民間事業者の資源物回収場所に持ち込んでの排出も可能。 

 

（５）窓口回収 

回 収 品 目 回 収 場 所 

衣類、小型家電 
東目屋出張所、船沢出張所、裾野出張所、新和出張所、石川出張所、

高杉出張所※ 

   ※高杉出張所では衣類の窓口回収を行わず、併設のふれあいセンターに設置の

衣類回収ボックスで対応する。 

 

（６）その他 

① ごみを出すときは、市が定める分別基準に従い、決められた収集日に決めら

れた収集場所に午前８時３０分までに出す。 

② 収集場所は、利用者間で協力して管理し、清潔に保持する。 

③ 市が定める分別基準に従い一般家庭から排出されるごみは、市と業務委託契

約を締結した業者が収集運搬する（弘前市ごみ出しサポート事業の対象世帯か

ら排出されるごみは、市が収集運搬する）。 

  ④ 特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）の対象機器については、販

売店又は許可業者に収集運搬を依頼するか、排出者自ら指定引取場所へ搬入す

る。 

⑤ 在宅医療廃棄物については、以下のとおり対応する。 

区分 
感染等 

の危険性 
処理方法 具体例 

①血液等の感染性が高いもの

が付着しているもの 
高い 

かかりつけの医

療機関に相談し

て処理を依頼 

注射針（点滴用、血糖値測定

用、インスリン注入用など） 
②鋭利なもの 

③上記以外（可燃物） 低い 
家庭系燃やせる

ごみとして排出 

輸液バッグ、CAPDバッグ、チ

ューブ、カテーテル、針なし

注射筒、脱脂綿、ガーゼなど 
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⑥ 引っ越し等により一般家庭から一時多量に出るごみは、排出者自ら処理施設 

へ搬入するか、または許可業者に処理を依頼する。 

⑦ 収集に各家庭で出せる燃やせるごみは一度に５袋とする。 

  ⑧ 飼い主不明の犬・猫等の死体は、市または市と業務委託契約を締結した業者

が随時収集し、処理施設等へ搬入する。 

⑨ 有害・危険等の理由により市では収集しない一般廃棄物については、販売店 

や取扱店に処理を依頼する。 

⑩ その他、詳細な分別基準及び収集日程については、「令和２年度ごみの分け

方・出し方」及び「令和２年度弘前市分別収集日程表（Ｎｏ．１～１４）」並びに

「弘前市ごみ分別ガイドブック」に別途定める。 

 

３ 事業系ごみの分別区分等 

（１）容器包装 

分別区分 収集運搬方法 処理方法 

① かん※１ 

排出者自ら処理施設へ

搬入するか、または許可

業者等に収集運搬を依

頼する※２ 

弘前地区環境整備センターで選別・圧縮

後、製鉄会社へ引渡し 

② びん※１ 
弘前地区環境整備センターで選別・圧縮

後、容器包装リサイクル協会へ引渡し 

③ 紙パック 
弘前地区環境整備センターで選別・圧縮

後、製紙会社へ引渡し 
④ ダンボール 

⑤ ペットボトル

※１ 

弘前地区環境整備センターで選別・圧縮

後、容器包装リサイクル協会へ引渡し 

※１従業員の個人的な消費に伴うものに限る。洗浄・分別されていることが必要。 

※２ダンボールは、オフィス町内会などの古紙再生事業者を活用しての排出も可能。 

（２）古紙類 

分別区分 排出方法 処理方法 

⑥新聞 排出者自ら古紙再生事業者へ引き

渡すか、オフィス町内会等を活用

して排出する 

古紙再生事業者で中間処理

後、製紙会社へ引渡し 
⑦雑誌・雑がみ 

（３）一般ごみ※ 

分別区分 排出方法 処理方法 

⑧燃やせるごみ 
排出者自ら処理施設へ

搬入するか、または許

可業者に収集運搬、処

分を依頼する 

弘前地区環境整備センター、南部清掃工場に

おいて焼却処理し、焼却の際に発生する熱エ

ネルギーはサーマルリサイクルを行う 

⑨燃やせないごみ 
弘前地区環境整備センターにおいて破砕処

理後、金属を回収し、製鉄会社へ引渡し 
⑩大型ごみ 

   ※産業廃棄物に該当しないものに限る。 



- 6 - 

（４）その他 

① 事業系ごみとは、事業活動により生じたごみのうち、産業廃棄物以外のものと

する。産業廃棄物については、処理地域における県や中核市の許可を受けた産業

廃棄物処理業者へ処理を委託するなど、適正な処理を行う。 

② 特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）の対象機器については、排出

者自ら指定引取場所へ搬入するか、販売店又は許可業者に処理を依頼する。 

 

４ 一般廃棄物処理業許可 

（１）収集運搬業 

令和２年度の事業系ごみ計画量（１８,４３３ｔ／年）に対し、現行の許可業者で

十分な処理能力を有していることから、令和２年度は原則として新規許可を行わな

い。ただし、今後のごみ排出状況の変動や、資源化の促進等の観点から必要と認め

られる場合は、この限りではない。 

 

（２）処分業 

現行の体制で適正処理がなされているため、令和２年度は原則として新規許可を

行わない。ただし、今後のごみ排出状況の変動や、資源化の促進等の観点から必要

と認められる場合は、この限りではない。 

 

５ 一般廃棄物の減量化・資源化推進の方策  

◎基本姿勢：市民及び事業者の所属する団体と市との協定締結を軸に、市民・事業

者・行政が相互に連携協力してごみ減量化・資源化を図り、市全体で取り組む市民

運動を活性化させることで、各施策の効果を上げる。（ごみ減量等市民運動推進事業） 

（１） 家庭系ごみ 

①  発生抑制の推進 

施 策 事 業 取 組 内 容 

３キリ運動の推進（使いキ

リ・食べキリ・水キリ） 

「食品ロス」の実態を周知し、実践行動につなげるための効果的

な普及啓発をする。また、生ごみの水切りにより減量化が図れる

ことから水キリの徹底を励行する。地区別ワークショップ型勉強

会、広報誌、ホームページ等で周知していく。 

生ごみの減量化・資源化に向

けた支援 

生ごみの減量化・資源化を推進するために、弘前市町会連合会を

通じて「生ごみたい肥化容器（コンポスト）」の購入費一部補助を

行うほか、消滅型生ごみ処理ボックス「キエーロ」のモニタリン

グを実施するなど、減量・リサイクルに取り組む市民を支援する。 

環境教育の充実 

ごみの減量化・資源化に関する理解を深めるため、学校や地域に

おいて、出前講座や地区別ワークショップ型勉強を開催するほ

か、ごみ処理施設見学やエコクッキングなどの体験型の学習機会

を設け、環境教育の充実を図る。 

レジ袋の削減推進 
レジ袋完全有料化を見据え、レジ袋の不要な購入、受け取りを控

え、マイバックの利用促進について周知啓発していく。 
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② 再使用の推進 

施 策 事 業 取 組 内 容 

リユース（再使用）の推進 

マイバッグ・マイハシ・マイボトルの利用を地区別ワークショッ

プ型勉強会、広報誌、ホームページ等で普及啓発していくほか、

フリーマーケットなどのイベントを支援する。 

衣類回収の推進 
市役所等に設置した回収ボックスで、家庭で不用になった衣類を

回収する。ボックスの増設など、市民の更なる利便性向上を図る。 

 

③ 再生利用の推進 

施 策 事 業 取 組 内 容 

再生資源回収運動の推進 
町会・子ども会・ＰＴＡなどの団体が実施している再生資源回収

運動に対し、回収量１kgあたり４円の報奨金を交付する 

資源物の民間回収の推進 
民間の店頭回収などを推進し、市民がリサイクルに取り組みやす

い環境づくりを行う。 

使用済小型家電リサイクル

の推進 

公共施設などでのボックス回収及び弘前地区環境整備センター

でのピックアップ回収を実施する。また、民間事業者と連携し、

宅配便での回収サービスを実施する。 

古紙類回収の推進 

古紙類行政回収の実施のほか、市内５か所に設置している「新聞・

雑がみ類回収ステーション」の回収品目にダンボールを追加する

など利便性向上を図り、新聞、雑誌・雑がみ、ダンボールの資源

化を推進する。 

資源物の拠点回収の利用促

進 

「資源物回収拠点マップ」（スマートフォンアプリ、広報誌）の周

知を行い、資源物の拠点回収の利用を促進する。 

 

④ 分別・適正排出の推進 

施 策 事 業 取 組 内 容 

ごみ減量化・資源化及び適正

排出についての普及啓発 

ごみ減量化・資源化に対する意識を高めるとともに、適正排出を

促すため、地区別ワークショップ型勉強会、広報誌等で周知啓発

を行い、ごみの発生抑制・分別徹底を推進する。 

容器包装の分別収集 
容器包装リサイクル法に基づき、「かん、びん、紙パック、ダンボ

ール、ペットボトル」の分別収集を実施する。 

ごみ分別収集アプリの普及

啓発 

「５０音別分別ガイド」「収集日カレンダー」などの機能を搭載し

たスマートフォンアプリの普及を図る。 

廃棄物減量等推進員の配置 
町内のごみ問題を把握し、ごみの適正排出、分別促進、不法投棄

防止のための指導等を行うため、各町内会に推進員を配置する。 

不適正排出・不法投棄されに

くい環境づくりの推進 

不適正排出・不法投棄を防止するため、監視カメラの設置や不適

正排出防止キャンペーンなど地域と連携を図りながら啓発活動

を実施する。 
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（２）事業系ごみ 

施 策 事 業 取 組 内 容 

事業所訪問の実施（排出ルー

ルの確認・指導） 

事業所を個別に訪問し、ごみの排出ルールの確認や指導を行い、

ごみ減量化・資源化に関する知識・理解を高める。 

事業系ごみの適正排出指導 

市のごみ収集運搬委託業者の協力のもと、本来事業系ごみとして

排出すべきごみが家庭系ごみとして集積所等に排出されている状

況を調査するとともに、排出されていた場合は指導を行う。 

また、協定締結団体を通し、事業系ごみの減量化・資源化及び適

正排出の周知啓発を行う。 

焼却施設における展開検査

と搬入規制 

弘前地区環境整備センターに持ち込まれた燃やせるごみ、燃やせ

ないごみ、大型ごみについて展開検査を行い、適正に分別されて

いないごみ（産業廃棄物等）の搬入を規制し、不適正排出が見ら

れる事業所に対し指導を行う。 

リサイクル可能な古紙類の

受入制限 

事業所から焼却施設（弘前地区環境整備センター、南部清掃工場）

に持ち込まれる資源化可能な古紙類の受入を制限し、混入が見ら

れる事業所に対し指導を行う。 

オフィス町内会等の活用促

進 

協定締結団体及びその構成員を中心に、市内事業所に対し「オフ

ィス町内会」や「古紙リサイクルセンター」の利用を促し、事業

系紙ごみの減量化・資源化を促進する。 

エコストア・エコオフィス認

定制度 

ごみを始めとした環境問題に積極的に取り組んでいる事業所を市

が認定し、事業所のごみ減量化・資源化に関する意識を高める。 

事業系ごみガイドブックの

配布 

事業系ごみの適正な排出を推進するため、「事業系ごみガイドブ

ック」を、事業所訪問などで配布する。 

 

６ 処理施設の概要 

 

（１）中間処理施設（弘前地区環境整備事務組合所管） 

施設名 弘前地区環境整備センター 南部清掃工場 

区分 焼却施設 資源化施設 焼却施設 

所在地 町田字筒井６－２ 小金崎字川原田５４ 

処理能力 
２４６ｔ／日 

（１２３ｔ／２４ｈ×２炉） 

９３ｔ／日 

（９３ｔ／５ｈ） 

１４０ｔ／日 

（７０ｔ／２４ｈ×２炉） 

処理方式 全連続燃焼式 
破砕・選別 

圧縮・梱包 
全連続燃焼式 

竣工年月 平成１５年４月 平成４年４月 
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（２）最終処分場 

施設名 
弘前市埋立処分場第２次施設 

第１区画 第２区画 

所在地 十腰内字猿沢２３９７ 

計画総面積 １３８，０００㎡ 

埋立面積 ４０，０００㎡ ３９，４００㎡ 

埋立容量 ２２２，０００㎥ ２２４，０００㎥ 

残余容量 
２，７００㎥ 

（平成３０年１１月時点） 

１９２，８００㎥ 

（令和元年１２月時点） 

埋立工法 セル方式 

埋立期間 平成８年６月～ 平成３０年６月～ 

 

 

７ 市外からの一般廃棄物受入 

 

  弘前市以外からの一般廃棄物受入については、次によることとする。 

（１）市町村委託による市廃棄物処理施設への搬入 

   要請があった場合、搬入市町村と弘前市外一般廃棄物の搬入に係る自前協議等

に関する要綱に基づく事前協議を行い、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等に

照らし問題が生じる恐れがない場合のみ実施することができる。 

（２）市町村委託による市内一般廃棄物許可業者への搬入 

   要請があった場合、搬入市町村と十分協議し、廃棄物の処理及び清掃に関する

法律等に照らし問題が生じる恐れがない場合のみ実施することができる。 

（３）市町村委託以外による市廃棄物処理施設への搬入 

   要請があった場合、排出者所在市町村と要綱に基づく事前協議を行い、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律等に照らし問題が生じる恐れがない場合のみ実施す

ることができる。 

（４）市町村委託以外による市内一般廃棄物許可業者への搬入 

   排出者所在市町村と十分協議し、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等に照ら

し問題が生じる恐れがない場合のみ実施することができる。 
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第Ⅲ章 生活排水処理実施計画  

 

１ 生活排水処理の推計 

  本市の令和２年度の生活排水処理率及び処理形態別人口を次のとおり推計する。 

 

 （１）生活排水処理率  

 平成３０年度 

（実績） 

令和元年度 

（推計） 

令和２年度 

（推計） 

生活排水処理率 

（汚水衛生処理率） 
８９．２％ ９０．２％ ９１．４％ 

 

（２）処理形態別内訳                       （人） 

 平成３０年度 

（実績） 

令和元年度 

（推計） 

令和２年度 

（推計） 

計画処理区域内人口 

（行政区域内人口） 
１７０，４５２ １６９，２９７ １６７，６６２ 

 水洗化・生活雑排水処理人口 １５２，１３８ １５２，７０５ １５３，１８６ 

（８９．２％） （９０．２％） （９１．４％） 

 合併処理浄化槽 １，４９０ １，５０２ １，４５２ 

（０．９％） （０．９％） （０．９％） 

下水道 １３５，９０１ １３６，３５６ １３６，８１２ 

（７９．７％） （８０．５％） （８１．６％） 

農業集落排水施設 １４，７４７ １４，８４７ １４，９２２ 

（８．６％） （８．８％） （８．９％） 

水洗化・生活雑排水未処理人口 

（単独浄化槽） 

８，５２１ ９，１１２ ７，７９６ 

（５．０％） （５．４％） （４．６％） 

非水洗化人口 

（汲み取り） 

９，７９３ ７，４８０ ６，６８０ 

（５．８％） （４．４％） （４．０％） 

計画処理区域外人口 ０ ０ ０ 

 ※平成３０年度の計画処理区域内人口（行政区域内人口）は、年度末の住民基本台 

帳の数値。 

 ※令和元、２年度の計画処理区域内人口（行政区域内人口）は、年度末における推 

計値。 
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２ し尿及び浄化槽汚泥処理量の推計 

  本計画の処理形態別人口に基づいた令和２年度のし尿及び浄化槽汚泥の処理量 

を次のとおり推計する。 

                                 （t／年） 

 平成３０年度 

（実績） 

令和元年度 

（推計） 

令和２年度 

（推計） 

し尿汲み取り量 ４，４４８ ３，４０７ ３，０３４ 

浄化槽汚泥量 １３，５５９ １４，０２３ １３，１７０ 

 合併処理浄化槽汚泥量 ９２９ ９３９ ９０５ 

単独処理浄化槽汚泥量 ５，３１２ ５，６９６ ４，８６０ 

農業集落排水施設汚泥量 ７，３１８ ７，３８８ ７，４０５ 

計 １８，００７ １７，４３０ １６，２０４ 

 

３ 収集運搬の概要 

  し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬は、市内全域を対象に廃棄物処理法に基づく一般 

廃棄物許可業者により実施する。 

 

区 分 し 尿 浄化槽汚泥 

収集運搬業者 許可業者５社 許可業者８社 

収集運搬車両 バキューム車 

収 集 方 法 

地域ごとの定期汲み取り、

または、排出者が許可業者

に申込み 

排出者が許可業者に申込み 

 

４ 処理施設の概要 

  収集されたし尿及び浄化槽汚泥は、津軽広域連合の津軽広域クリーンセンターへ 

 搬入され、夾雑物の除去、希釈後に青森県の岩木川浄化センターへ投入する。また、 

津軽広域クリーンセンターで発生する「しさ」は、弘前地区環境整備センターで焼 

却処理する。 

 

施 設 概 要 

施 設 名 称 津軽広域クリーンセンター 

所 在 地 弘前市津賀野字浅田１２７３ 

処 理 方 式 夾雑物除去 ⇒ 希釈投入方式 

処 理 能 力 １１６ｋℓ／日 

竣 工 年 月 平成２７年１０月 
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５ 適正処理の推進 

 

（１）合併浄化槽整備事業費補助 

  生活雑排水の適正処理を推進するため、下水道及び農業集落排水施設の計画区域 

 以外の地域の専用住宅を対象に、合併処理浄化槽の設置費用の一部を補助する。 

 

 ① 補助実績及び見込 

項目／年度 平成 30年度（実績） 令和元年度（実績） 令和 2年度（見込） 

５人槽 ３基 １基 － 

６～７人槽 － － ３基 

８～１０人槽 － － － 

合計 ３基 １基 ３基 

 

 ② 補助金額及び補助設置基数予算 

区分 補助金額（１基当たり） 補助基数 補助金額（合計） 

５人槽 ３５２，０００円 － － 

６～７人槽 ４４１，０００円 ３基 １,３２３，０００円 

８～１０人槽 ５８８，０００円 － － 

 

（２）広報・啓発活動 

  家庭から排出される生活雑排水の未処理放流水が生活環境の悪化や公共用水域の 

水質汚濁要因となることを広く周知し、生活雑排水対策の必要性、重要性について 

定期的な広報、啓発活動を実施する。  

 

６ し尿処理体制見直しの検討 

  下水道等の普及などによるし尿汲み取り人口の減少に対応するため、現在、許可 

制度により行っているし尿処理について、今後の社会情勢に即した、効率的な処理 

体制の確立など、制度の見直しについて検討する。
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